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１．各委員からのご質問に対する回答について 
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＜第１回審理（令和６年７月９日）＞ 

問 北海道新幹線の利用率 

 

○ 北海道新幹線の輸送人員は以下のとおりであり、令和５年度の輸送人員は、コロナ

禍前の平成３０年度と比較すると９割程度まで回復している状況。 

 

（単位：千人） 

 H30 R 元 R2 R3 R4 R5 

定期外 1,589 1,495 523 599 1,060 1,396 

定期 11 9 8 10 10 5 

 通勤 9 8 8 9 9 5 

 通学 1 1 0 1 1 0 

合計 1,599 1,503 531 609 1,070 1,402 

乗車率 24% 23% 8% 9% 17% 24% 

 
 
 
問 札幌～主要都市間に関して、それぞれの所要時間、列車の本数データ 

 

○ 次ページ参照。 
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問 ＪＲ本州３社とＪＲ北海道の運賃を比較したデータ 

 

○ JR 本州３社と JR 北海道の現行・申請運賃は以下のとおり。 

 

 

  

（単位：円）

JR本州３社

現行 申請

1～3km 150 200 210

4～6km 190 250 270

7～10km 200 290 310

11～15km 240 340 360

16～20km 330 440 470

… … … …

46～50km 860 1,130 1,210

… … … …

91～100km 1,690 2,100 2,240

… … … …

181～200km 3,410 4,070 4,400

… … … …

281～300km 5,170 5,940 6,270

幹線
幹線

営業キロ

JR北海道
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問 営業赤字の内訳（赤線区、黄線区、黒線区、新幹線の各区分）に関するデータ 

 

○ 2023 年度の線区別の収支と利用状況は以下のとおり。 

 

 

１ 根 室 線 富 良 野 ～ 新 得 26 41 16 721 738 17 △ 696 △ 697 △ 1 53 80 27

２ 留 萌 線 深 川 ～ 石 狩 沼 田 － 12 － － 279 － － △ 267 － － 159 －

－ 留 萌 線 深 川 ～ 留 萌 67 － － 626 － － △ 559 － － 170 － －

３ 宗 谷 線 名 寄 ～ 稚 内 304 352 47 2,981 3,175 194 △ 2,677 △ 2,823 △ 146 209 252 43

４ 根 室 線 釧 路 ～ 根 室 158 175 18 1,290 1,478 188 △ 1,132 △ 1,302 △ 170 190 221 31

５ 根 室 線 滝 川 ～ 富 良 野 87 137 50 1,190 1,263 73 △ 1,103 △ 1,125 △ 22 266 384 118

６ 室 蘭 線 沼 ノ 端 ～ 岩 見 沢 100 100 △ 0 1,170 1,191 21 △ 1,069 △ 1,090 △ 21 326 325 △ 1

７ 釧 網 線 東 釧 路 ～ 網 走 271 327 56 1,877 2,110 233 △ 1,606 △ 1,783 △ 177 294 356 62

８ 日 高 線 苫 小 牧 ～ 鵡 川 38 38 △ 1 402 454 52 △ 364 △ 416 △ 53 398 390 △ 8

９ 石 北 線 新 旭 川 ～ 上 川 195 237 42 1,410 1,395 △ 16 △ 1,215 △ 1,158 58 643 791 148

10 石 北 線 上 川 ～ 網 走 640 743 103 4,273 4,582 309 △ 3,633 △ 3,839 △ 206 498 608 110

11 富良野線 富 良 野 ～ 旭 川 296 367 71 1,428 1,674 247 △ 1,132 △ 1,308 △ 176 1,053 1,233 180

2,089 2,475 386 16,021 17,320 1,299 △ 13,932 △ 14,845 △ 913

12 石勝･根室線 南 千 歳 ～ 帯 広 4,412 4,581 169 8,731 8,653 △ 78 △ 4,319 △ 4,072 247 2,905 2,788 △ 117

13 室 蘭 線 長 万 部 ～ 東 室 蘭 2,130 2,559 428 4,514 4,592 78 △ 2,383 △ 2,033 350 3,551 3,927 376

14 室 蘭 線 室 蘭 ～ 苫 小 牧 2,574 3,134 560 5,371 5,767 396 △ 2,797 △ 2,633 164 5,026 5,743 717

15 函 館 線 岩 見 沢 ～ 旭 川 4,233 4,838 605 8,449 8,542 93 △ 4,216 △ 3,704 512 6,164 6,784 620

札 沼 線 桑 園 ～ 医 療 大 学 14,475 15,225 750

函 館 線 札 幌 ～ 岩 見 沢 32,776 35,578 2,802

千歳･室蘭線 白 石 ～ 苫 小 牧 38,410 44,729 6,319

函 館 線 小 樽 ～ 札 幌 36,353 40,839 4,486

17 宗 谷 線 旭 川 ～ 名 寄 479 558 79 3,663 3,922 259 △ 3,184 △ 3,365 △ 181 972 1,120 148

18 根 室 線 帯 広 ～ 釧 路 1,007 1,334 327 5,690 5,613 △ 76 △ 4,683 △ 4,280 403 904 1,237 333

19 新 幹 線 新 青 森 ～ 新函館北斗 6,874 9,105 2,231 19,751 20,800 1,049 △ 12,877 △ 11,695 1,182 3,095 4,391 1,296

58,224 68,473 10,248 99,852 103,255 3,403 △ 41,627 △ 34,782 6,845

20 函 館 線 長 万 部 ～ 小 樽 373 463 90 3,046 3,089 43 △ 2,674 △ 2,626 48 479 569 90

21 函 館 線 函 館 ～ 長 万 部 3,381 3,972 591 9,854 10,631 777 △ 6,473 △ 6,659 △ 186 2,715 2,985 270

3,754 4,435 681 12,900 13,720 820 △ 9,146 △ 9,285 △ 138

64,160 75,436 11,276 130,119 135,312 5,192 △ 65,960 △ 59,876 6,084 4,137 4,704 567

　　2．輸送密度とは、旅客営業キロ１km当たりの１日平均旅客輸送人員をいいます（線区輸送人ｷﾛ÷営業ｷﾛ÷日数）。

　　3．根室線(富良野～新得)はバス代行を継続的に実施している区間があるため、同線区の実績は合計の輸送密度の算出に含めていません。

　　4．留萌線は2023年４月１日の石狩沼田～留萌間鉄道事業廃止に伴い営業区間に変更があるため、同線の実績は合計の輸送密度の算出に

　　　 含めていません。

赤

線

区

黄

線

区

黒

線

区

・

新

幹

線

2023年度

営業損益

(Ａ)－(Ｂ)

2022年度 2023年度

△ △

増減

３　～　11　　　計

2023年度 線区別の収支とご利用状況（対2022年度）

線　　名 ・ 区　　間

収　　　支　(百万円)
輸送密度

（人／日）
営業収益

(Ａ)

営業費用

(Ｂ)

2022年度 2023年度 2022年度 2023年度2022年度増減 増減増減

(注)1．単位未満の数値は四捨五入しています。

45,36543,683 1,682 7,168

12　～　19　　　計

20　～　21　　　計

合　　　　　　　計

3,000 4,16736,515 42,365 5,84916
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問 前回（令和元年度）の値上げ後にＪＲ北海道に寄せられた意見の内容・件数 

 

○ 令和元年 10 月１日から令和２年３月 31 日までにＪＲ北海道の問合せ窓口へ寄せら

れた運賃改定等に関するご意見・問合せは 17 件（駅社員や乗務員に直接ご申告のあっ

た意見等は集計していないため含まれない）。内訳は以下のとおり。 

 

  ・新しい運賃、料金の価格に対する照会 ３件 

  ・旧運賃、料金に関する照会 ３件（企業の経理部署等から） 

  ・運賃が高くなったことに対するご批判 ３件 

  ・税改定と同時に改定したことに対するご批判 １件（便乗値上げとの指摘） 

  ・輸送障害の発生に付随してのお叱り ４件（値上げしたのに遅延して…等） 

  ・改定過渡期対応についてのお叱り ３件（改定前に買えばよかった…等） 
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＜第２回審理（令和６年７月１８日）＞ 

問 コロナ発生が一つの理由というのも分かるが、短期間で再度値上げをするに至った

理由。前回の申請時からどのような点が想定と違って今回の申請に至ったのか。 

 

○ JR 北海道によれば、短期間で再度値上げをするに至った理由及び前回申請時におけ

る想定と異なる点は以下のとおり。 

 

・ 道内の人口減少や新型コロナウイルスの流行に伴うリモート会議の普及など新たな

行動様式が定着したことによる鉄道運輸収入の減少、鉄道を維持するための修繕・設

備投資に関わる費用の物価高騰による増加など経営環境は厳しさを増しています。 

さらに昨今の若年退職者の増加と人材確保競争の激化により、鉄道輸送に関わる労

働力の確保についても非常に厳しい状況にあり、これら物価高騰や人材確保競争の激

化については前回申請時に予測されたものではありませんでした。 

 

・ 長期経営ビジョン未来 2031 及び中期経営計画 2026 に基づく施策や、地域の皆様と

一体となった利用促進施策に北海道の公共交通を担う存在として取り組んでいく所存

ですが、現在の運賃・料金水準では輸送サービスを維持し、改善させていくことは難

しい状況であることから、徹底した経費の削減など当社の最大限の経営努力を前提と

して、物価高騰への対応、人材の確保、輸送サービスの維持・競争力の確保のため、

関係者からの支援とともに、お客様にも費用の一部をご負担いただきたく、運賃の改

定を申請いたしました。 
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問 今回の運賃改定後（中期経営計画２０２６の最終年度）の令和８年度における経営

状況全体の見通し（運賃改定以外の要素によるものも含む） 

 

○ JR 北海道グループ中期経営計画２０２６において定めた２０２６年度（令和８年

度）計画の目標値は以下のとおりである。（カッコ内は２０２３年度実績額） 

 

（単体）営業収益：  ９１１億円（  ８４９億円） 

経常損益： ▲１７７億円（ ▲１６２億円） 

 最終損益：    ４億円（   １８億円） 

 （連結）営業収益：１，５５５億円（１，４７７億円） 

経常損益： ▲１４３億円（ ▲１１１億円） 

    最終損益：   １５億円（   ３３億円） 

 

○ 目標値の達成に向けて、運賃改定だけでなく、インバウンド需要の取り込みや、鉄

道オペレーションの変革による効率的な体制の構築など鉄道事業における各種施策を

着実に進めるほか、不動産、ホテル、物販・飲食事業の拡大に加え、新たな事業領域

にも挑戦することで収支改善に取り組んでいる。 

 

○ また、要員約１５０名の業務見直しや、適正な輸送量への対応による動力費等の削

減などにより、令和８年度までの３年間で約２２億円のコスト削減を目指している。 
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問 輸送数量の推計の流れを理解するためのバックデータ 

 

○ 道北⇔道北（定期外）のケースにおける将来の輸送数量の推計に係るバックデータ

は以下のとおり。 

 

① 将来人口推移【道北地域】 

 
(～2018 年度：実績値、2019 年度～：推計値) 

 
※実績値は国勢調査、推計値は国立社会保障・人口問題研究所の将来推計人口（途中年度は一部補完）に

よる。 

 

② １人あたり実質道民所得の推移【道北地域】 

 
(～2018 年度：実績値、2019 年度～：推計値)

 
※実績値は内閣府「県民経済計算」、推計値は内閣府「中長期の経済財政に関する試算」等を基にＪＲ北

海道（委託先企業）が算出。 

 

③ １人１日あたり発生集中交通量推計値（回帰式値）【道北⇔道北】 

過去 11 年間（2008 年度～2018 年度）の発着データ（１人１日あたり発着回数（乗

車回数））及び１人あたりの道民所得実績を用いて単回帰式を推計し、回帰式と②の１

人あたり道民所得推計を用いて平年度の１人１日あたり発生集中交通量を推計 

 
(～2018 年度：実績値、2019 年度～：推計値) 

 
 

④ 将来輸送量【道北⇔道北】 

③で推計した１人１日あたり発生集中交通量×①の推計人口による輸送人員数の推計 

 
(～2018 年度：実績値、2019 年度～：推計値) 

 
  

20272026202520242023202220212020201920182017201620152014201320122011201020092008年度

2,5622,5952,6282,6512,6722,6942,7202,7302,7872,8202,8482,8632,8912,8952,9172,9262,9422,9572,9733,007
道北↔道北
輸送人員
（人／日）

（千人） 
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問 輸送数量の推計について、一人あたり道民所得と相関することのロジック 

 

○ 一人当たりの道民所得については、各地域の経済力を示すものであり、物価変動に

ついても加味している。 

 

○ 各地域の経済力の増減は人流の増減に一定の相関があるとの考えのもと、地域間の

流動、輸送数量の説明変数として一人当たりの道民所得の推移を用いている。 

相関関係については、国土交通月例経済（平成１４年３月号）の「交通と社会経済

指標の関連性についての一考察」の中でも一人当たり国民総所得が旅客輸送量との相

関について言及されている。 

 

（参考）国土交通月例経済（平成１４年３月号）抜粋 

「一人当たり国民総所得前年度比増減により国内旅客輸送量（人キロベース）前年度

比増減を単純回帰すると、相関係数は約 0.85（決定係数は約 0.72）と高くなり、人

口よりも一人当たり国民総所得の方が旅客輸送量の動きをよく説明できることが分

かる。」 

 

 
 

※国土交通月例経済…建設分野や交通分野の公的統計を始めとして、事業者や関係団体

が公表しているデータを引用しつつ、主要な項目をまとめて毎月

公表（国土交通省総合政策局） 
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問 ＷＥＢアンケート（Ｐ７）の結果の詳細 

 

○ 通勤・通学、通勤以外の仕事・業務（例：顧客との打ち合わせ、工場への移動等）

での近距離の移動、通勤以外の仕事・業務（例：出張）での遠距離の移動、近場への

日常的なお出かけ（買い物、習い事、通院等）での移動、遠方へのお出かけ（レジャ

ー、旅行等）での移動について、今後の鉄道利用意向について質問を行った。主な質

問項目と選択肢は以下のとおり。 

①時  期：2018 年（コロナ禍前）、2023 年（コロナ後）、～2028 年（将来） 

②利用頻度：ほぼ毎日、1週間に 3・4回程度、1週間に 1・2回程度、1か月に 2・3回

程度、1か月に 1回程度、ほとんど利用していない、全く利用していない 

 

○ これらのアンケートを分析した結果、例えば、道央域内の定期外の行動変容率につ

いては、コロナ前を 100％とすると、現在 97.3％、将来 97.6％となった。 

 

 

問 ＷＥＢアンケート以外に今回の運賃値上げに至るまで住民や自治体の意見を聞いた

ことはあるのか。 

 

○ 住民や自治体の意見を聴取する場の開催などは行っていない。 

 

 

問 『ななつ星』のような豪華観光列車の運行など検討されているものがあれば、その

計画 

 

○ 現在、ＪＲ北海道が運行している観光列車（次ページ資料参照）の乗車人員は、

2023 年度実績で 15 万人程度であり、今後もインバウンド旅客を中心とした下支えに

より、同程度の利用を見込んでいる。 

 

○ ＪＲ北海道では、新しい観光列車「赤い星」編成及び「青い星」編成の導入を検討

しており、2026 年春からの運行を予定している。 

※「赤い星」編成は主に釧網線、「青い星」編成は主に富良野線で運行予定。 
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問 国内旅行需要の見通しと鉄道利用者への反映についての考え 

 

○ ＪＲ北海道が実施したアンケート結果において、業務での長距離移動などに関する

利用率の変化では、将来においてコロナ禍前である 2018 年度を超える利用意向にはな

っていないところ。 

 
 

問 １０ページの特殊要因一覧の廃止想定線区に含まれる線区はどこになるか。 

 

○ 令和６年４月１日に廃止となった根室線（富良野・新得間）及び令和７年度末での

廃止を予定している留萌線（深川・石狩沼田間）を特殊要因として見込んでいる。 
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問 イールドマネジメントの内容・レベル感（どのぐらいの時間の幅で料金を変更して

いるか等） 

 

○ ＡＩを活用したイールドマネジメントシステムによって、過去のビッグデータやこ

れからの大型イベントの情報をもとに需要予測を行うとともに、列車ごとに編成（両

数）が異なることから乗車定員も加味して、最終的にその列車がどの程度の乗車率に

なるかを日々予測し、列車１本ごとに予測乗車率を算出している。（予測乗車率は指定

席の売れ進み＝予約状況に合わせ、日々変動する。） 

 

○ 予測乗車率が高い（ほぼ満席で走ると予測される）場合は、割引商品の割引率は低

くなり、かつ割引商品の提供席数が少なくなる。逆に、予測乗車率が低い場合は、割

引商品の割引率が高くなり、かつ高い割引率で提供する席数が増える。列車により異

なるが、割引率は５％から概ね 50％の範囲で５％刻みで変動する。 

 

○ なお、現状では全車指定席化を実施している函館・室蘭方面、帯広・釧路方面の特

急列車に導入しているが、ＪＲ北海道では、今後、旭川・稚内・網走方面の特急列車

にも導入することを計画している。 

 

 

問 北海道等（鉄運機構）から受けている補助金の規模 

 

○ ２０２１年度から２０２３年度の３年間で、設備投資に必要な資金への出資等、

１，０８８億円の支援措置の他、黄線区の取組みに対して、地域と協力して、設備投

資や観光列車等の取得に対し、６７億円の支援を実施。 

 

 ＜参考＞ 

中期経営計画期間（２０２４年度～２０２６年度）においても、設備投資に必要な資金

への出資等、1,092 億円の支援の他、地域と協力して行う「黄線区」への支援を継続 
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２．第１回審理及び第２回審理における説明資料

の訂正について 
 

 

  



 

18 

＜第１回審理（令和６年７月９日）＞ 
○収入原価総括表 

 

(単位：百万円、％）

現行
a

申請
b

46,249 54,716 55,125 165,083 176,793 11,710 7.1

 定期外 34,935 43,173 43,573 131,501 138,553 7,052 5.4

 定期 11,314 11,543 11,552 33,583 38,241 4,658 13.9

12,332 15,224 16,093 48,629 48,168 ▲ 461 ▲ 0.9

14,815 14,898 15,898 50,000 50,000 0 0

73,396 84,838 87,115 263,714 274,962 11,249 4.3

37,085 38,106 34,086 107,596 107,596 0 0.0

110,482 122,944 121,201 371,309 382,558 11,249 3.0

59,314 66,858 66,504 205,274 205,274

 その他人件費、経費等 36,602 39,907 41,628 124,439 124,439

8,371 8,382 8,336 25,692 25,692

2,457 2,439 2,554 7,812 7,812

596 859 761 1,975 1,975

3,001 3,220 3,184 10,237 10,237

18,242 18,234 18,374 59,077 59,077

128,583 139,899 141,341 434,506 434,506

537 480 237 862 862

3,175 3,233 3,252 9,896 9,896

132,294 143,612 144,830 445,264 445,264

7,218 7,334 7,447 23,430 23,430

114 114 114 343 343

139,627 151,060 152,392 469,037 469,037

▲ 29,145 ▲ 28,116 ▲ 31,191 ▲ 97,728 ▲ 86,479

79.1 81.4 79.5 79.2 81.6

（注）端数整理のため計が合わない場合がある。

 差引損益

 収支率

 減価償却費

小　　　計

法人税等

小      計

原
　
　
　
価

 適正コスト

 固定資産除却費

 諸税

 事業報酬

合      計

６年度
（推定）

 特別損失

 営業外収入

合　　　計

 動力費

 賃借料

増収額c

b-a

増収率d

ｃ÷a×
100

 運輸雑収等

 雑支出等

科目
４年度
（実績）

５年度
（推定）

平年度　３年間合計
（令和7～9年度）

（推定）

収
　
　
　
入

 旅客運賃収入

 特別急行料金等収入

小　　　計
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○収入原価（平年度内訳） 

 

(単位：百万円）

現行 申請 現行 申請 現行 申請

55,194 59,102 55,008 58,905 54,881 58,787

 定期外 43,955 46,303 43,779 46,117 43,768 46,132

 定期 11,240 12,799 11,230 12,787 11,113 12,654

15,970 15,819 16,339 16,184 16,320 16,165

 運輸雑収等 16,426 16,426 16,786 16,786 16,786 16,786

87,592 91,348 88,134 91,875 87,987 91,739

36,737 36,737 35,458 35,458 35,400 35,400

124,329 128,085 123,593 127,334 123,387 127,139

67,418 67,418 68,252 68,252 69,604 69,604

 その他人件費、経費等 40,048 40,048 41,223 41,223 43,168 43,168

8,450 8,450 8,561 8,561 8,681 8,681

2,598 2,598 2,607 2,607 2,607 2,607

696 696 596 596 682 682

3,340 3,340 3,410 3,410 3,487 3,487

19,091 19,091 19,797 19,797 20,189 20,189

141,641 141,641 144,447 144,447 148,418 148,418

3,508 3,508 3,599 3,599 3,651 3,651

145,150 145,150 148,046 148,046 152,069 152,069

7,613 7,613 7,801 7,801 8,017 8,017

114 114 114 114 114 114

152,877 152,877 155,961 155,961 160,200 160,200

▲ 28,547 ▲ 24,791 ▲ 32,368 ▲ 28,627 ▲ 36,813 ▲ 33,061

81.3% 83.8% 79.2% 81.6% 77.0% 79.4%

（注）端数整理のため計が合わない場合がある。

科目

令和7年度
(推定）

令和8年度
(推定）

令和9年度
(推定）

収
　
　
　
入

 旅客運賃収入

 特別急行料金等収入

 減価償却費

合      計

 差引損益

小　　　計

 営業外収入

合　　　計

 動力費

 賃借料

 特別損失

 収支率

 雑支出等

小　　　計

小      計

 事業報酬

原
　
　
　
価

適正コスト

 固定資産除却費

 諸税
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＜第２回審理（令和６年７月１８日）＞ 

○収入・支出算定方法 

 

【収入】 （単位：百万円）

令和７年度
（推定）

旅客運賃
収入 59,102

特別急行料金
等収入 15,819

16,426
【手小荷物収入】

　過去の実績を参考に数量を推定し、実績年度の平均単価を乗じて算出。
  令和4年度　2,410（個数）　×　平均単価　980円　≒　2百万円

　令和7年度の手小荷物収入　2百万円

(1) 軌道使用料（軌道修繕費）
　　 軌道修繕単価×業務量で算出。
　　 ※軌道修繕単価は　過去の実績に今後の修繕計画を加味して算出。
　　 ※業務量は、貨物機関車が軌道上を走行するキロ数。
　　 令和7年度（上期）372.34千円/ｷﾛ × 2,947,035キロ ≒ 1,097百万円
　　 　　 　　　 　（下期）372.34千円/ｷﾛ × 3,167,687キロ ≒ 1,179百万円
　　　　　　　　　　1,097百万円 ＋ 1,179百万円 ≒ 2,276百万円　①
(2) 電気関係施設使用料（信号設備修繕費）
　　 信号設備修繕単価×業務量で算出。
　　 ※信号設備修繕単価は　過去の実績に今後の修繕計画を加味して算出。
　　 ※業務量は、貨物列車が軌道上を走行するキロ数。
　　 令和7年度（上期）28.135円/ｷﾛ × 2,893,398キロ ≒ 81百万円
　　 　　 　　　 　（下期）28.135円/ｷﾛ × 3,072,769キロ ≒ 86百万円
　　　　　　　　　　81百万円　＋　86百万円　≒　168百万円　②
(3) 電気関係施設使用料（その他）
　　 修繕等の計画を基に算出。
　　 令和7年度　17百万円　③

　令和7年度の鉄道線路使用料収入（①＋②＋③）≒　2,461百万円

【運輸雑収・厚生福利施設収入】
　　 厚生福利施設収入、車両使用料収入等、その他運輸雑収については、
　過去の実績に基づき算出。
(1) 厚生福利施設収入　令和7年度　7,414百万円　①
(2) 車両使用料収入等　令和7年度　2,641百万円　②
(3) その他の運輸雑収　令和7年度　3,908百万円　③
　
　令和7年度の運輸雑収（①＋②＋③）≒　13,963百万円

営業外収入

(1) 受取利息及び受取利息以外の雑収入
　　 　 受取利息及び受取利息以外の雑収入については、過去の実績に
　　 基づき算出。
　　 ・受取利息　令和7年度　0百万円　①
　　 ・受取利息以外の雑収入　令和7年度　2,214百万円　②
(2) 経営安定基金運用収入
　　 運用計画を基に鉄道事業以外の事業と按分して算出。
　　 令和7年度　経営安定基金運用収入　32,225百万円
　　　　　　　　　　＋　機構特別債券利息　5,500百万円　≒　37,725百万円
　　　　 　　　　　 ×　鉄道事業の占める割合　92％　≒　34,523百万円　③

　令和7年度の営業外収入（①＋②＋③）≒　36,737百万円

36,737

（注）端数整理のため計が合わない場合がある。 128,085

算　　定　　方　　法

運輸雑収等

【鉄道線路使用料収入】

2

2,461

13,963

令和４年度の実績賃率に改定率を乗じた改定賃率と推計輸送量を基に算出。
詳細は別紙のとおり。
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【支出】 （単位：百万円）

令和７年度
（推定）

適正コスト 令和４年度実績に基づき適正コストを算出。詳細は別紙のとおり。 67,418

40,048
【車両使用料収入等に係る人件費及び経費相当額】

　 収入に実績年度における鉄道事業の総費用に対する人件費・経費の割合を乗じ
て算出。
　※鉄道線路使用料収入は総額計上。
　令和7年度（車両使用料収入 2,400百万円 ＋ 駅共同使用料収入　79百万円
　　　　　＋ 発売手数料収入 162百万円 ＋ 厚生福利施設収入　7,414百万円）
　　　　　× 総費用に対する人件費・経費割合 84.57％ ≒ 8,504百万円
　　　　　8,504百万円 ＋ 鉄道線路使用料収入 2,461百万円 ≒ 10,965百万円

　令和7年度の車両使用料収入等に係る人件費経費相当額　10,965百万円

　平年度実績コストの合計に運賃収入に対する特別急行料金等収入及びその他の
運輸雑収の割合を乗じて算出。
　令和7年度 平年度実績コスト　82,070百万円　×
　　　　　　　　（特別急行料金等収入15,819百万円　＋　その他の運輸雑収
　　　　　　　　3,908百万円） ÷　旅客運賃収入　59,102百万円
　　　　　　　　≒　27,393百万円
　
　令和7年度の特別急行料金等収入等に係る人件費及び経費　27,393百万円

【車両使用料等に係る減価償却費、諸税、支払利息相当額】
(1) 車両使用料、駅共同使用料、発売手数料に係るもの
　   過去の実績をベースに算定した費用に、実績年度における鉄道事業の
  総費用から人件費及び経費を控除した額の割合を乗じて算出。
　   令和7年度　（車両使用料　1,866百万円 ＋ 駅共同使用料　135百万円
　　  　　　　　　　＋　発売手数料　1,258百万円） × 総費用に占める人件費・
                     経費以外の割合 15.43％　≒　503百万円　①
(2) 公団借損料に係るもの
　   過去の実績に基づき算出。　令和7年度　220百万円　②
(3) 新幹線借損料に係るもの
　   過去の実績に基づき算出。　令和7年度　967百万円　③

　令和7年度の車両使用料等に係る減価償却費、諸税、支払利息相当額
　（①＋②＋③）≒　1,690百万円

動力費

(1) 電気動力費・内燃動力費
　  動力費については、数量は運行計画等を基に算出。
　  単価は消費者物価指数の令和元年度～令和5年度の平均上昇率を各年
 度の単価に乗じて算出。(電気 0.4％、燃料 2.8％)
　  ・電気動力費　令和7年度　4,934百万円　①
　  ・内燃動力費　令和7年度　3,469百万円　②
(2) その他の動力費
　  石炭、排雪、冷暖房燃料について、過去の実績を基に算出。
　  令和7年度　47百万円　③

　令和7年度の動力費（①＋②＋③）≒　8,450百万円

8,450

賃借料

　鉄道施設等賃借料、リース料、地代家賃等については、過去の実績及び今後の
計画を基に算出。
　(1) 鉄道施設等賃借料　令和7年度　　714百万円　①
　(2) リース料　　　　　　　  令和7年度　  512百万円　②
　(3) 地代家賃等　　　　　 令和7年度　1,372百万円　③

　令和7年度の賃借料（①＋②＋③）　2,598百万円

2,598

1,690

その他人件
費、経費等

算　　定　　方　　法

10,965

【特別急行料金等収入等に係る人件費及び経費】

27,393
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固定資産
除却費

　過去の実績及び今後の設備投資計画に基づき算出。

　令和7年度の固定資産除却費　696百万円
696

諸税

（1) 事業税については、過去の実績及び将来の計画に基づき算出し、
     鉄道事業以外の事業と按分して算出。
　　 令和7年度　402百万円　×　鉄道事業の占める割合　98%
  　 ≒　393百万円　①
（2) 固定資産税、都市計画税等は、設備投資計画等を基に算出。
　　 令和7年度　2,666百万円　②
(3) その他（印紙税、軽油引取税等）については、過去の実績を基に算出。
　　 令和7年度　281百万円　③

　令和7年度の諸税（①＋②＋③）≒　3,340百万円

3,340

減価償却費

　過去の実績及び将来の設備投資計画を基に、各耐用年数及び各償却方法
に従い算出。
　
　令和7年度の減価償却費　19,091百万円

19,091

3,508
【雑支出】

　雑支出については、過去の実績及び今後の計画を基に算出。
　※雑支出とは、不要貯蔵品の処分損、物品売却損、その他の雑支出。

　令和7年度の雑支出　135百万円

【経営安定基金運用費用】
　運用計画を基に鉄道事業以外の事業と按分して算出。
　令和7年度　経営安定基金運用費用　125百万円
　　　　　　　　　×　鉄道事業の占める割合　92%　≒　114百万円

　令和7年度の経営安定基金運用費用　114百万円

【法人税等】
　事業報酬から支払利息を控除して算定した課税標準を基礎として算出。

　令和7年度の法人税等　3,259百万円

事業報酬

(1) 事業資産（レートベース）
　   過去の実績及び将来の計画に基づき、資産及び営業費用等を算出。
　   令和7年度　事業資産　288,076百万円　①
(2) 報酬率
　   自己資本報酬率及び他人資本報酬率を30対70で加重平均した率とする。
　   令和7年度　（自己資本報酬率報酬率　7.1％　×　0.3）　＋
　　　　　　　　　   （他人資本報酬率　0.7％　×　0.7）　≒　2.6％　②

　令和7年度の事業報酬（①×②）≒　7,613百万円

7,613

特別損失

　過去10年間に計上した大規模災害等による特別損失から、特別利益を控除
した額の年度平均額を算出。

　令和7年度の特別損失　114百万円
114

（注）端数整理のため計が合わない場合がある。 152,877

雑支出等

135

114

3,259
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○適正コストについて 
 

適正コストの算定方法 

１ 各費目ごとの令和４年度基準単価の式に、説明変数の推計値（令和５～９年度）を乗じ

て基準単価を算定し、さらに施設量の推計値を乗じて、各年度の基準コストを算出。 

２ 各費目ごとに実績コストと基準コストを比較し、「基準＜実績」の場合は、基準コスト、

「基準＞実績」の場合は、（基準＋実績）÷２を適正コストとする。 

  なお、ＪＲ北海道においては、列車運転費が「基準＞実績」となることから、（基準＋

実績）÷２を適正コストとしている。 

３ ２の適正コストに、平成 29 年度の実績コストと基準コストの乖離度と、今回（令和４

年度）の乖離度の差分の１/２を経年変化努力率として加味。 

  なお、ＪＲ北海道においては、線路費、電路費、車両費、列車運転費、駅務費の乖離度

が、平成 29 年度と比較し令和４年度が後退しているので、その差分の１／２を適正コス

トから減算している。 

４ ３の適正コストに人件費上昇率（北海道地方令和元年度～令和５年度平均、3.0％）及

び物価上昇率（北海道地方令和元年度～令和５年度平均、1.4％）を加味。 

 

基準コストの算定に係る説明変数と施設量の推計について 

 

  

費 目 ａ ｂ ｃ 説明変数 
Ｘ１ Ｘ２ 

線路費 10,311.082 0.999 -40,828.949 
車両密度 
(対数) 

雪量 

電路費 7.465 -41.531 1,682.995 電車密度 電車線割合 

車両費 41.057 0.922 651.633 
１両あたり 
車両走行キロ 

雪量 

列車運転費   26.569 2,255.612 -2,273.786 
１列車１キロ当
たり乗車人員 

列車密度 
（対数） 

駅務費 46.057 60,980.010 -213,299.461 
１駅当たり 
乗車人員 

列車乗車距離
（対数） 

 

 

 

 

 

 

  

費 目 施設量 
線路費 線路延長キロ 
電路費 電路延長キロ 
車両費 車両数 
列車運転費 営業キロ 
駅務費 駅数 

基準単価 y=ax1+bx2+c 
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○適正コスト算定結果 
 

（百万円） 

年度 令和５年度 令和６年度 令和７年度 令和８年度 令和９年度 

適正 

コスト 
６６，８５８ ６６，５０４ ６７，４１８ ６８，２５２ ６９，６０４ 

 

 

 


